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事業報告 

（平成 26年 4月 1 日から平成 27年 3月 31 日まで） 

 

1．当社グループの現況に関する事項 

（1）事業の経過及びその成果  

当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府の経済対策の効果もあり、緩やかな

回復基調が続いているものの、年度前半は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の

反動減や、夏の天候不順の影響等により実質ＧＤＰ成長率がマイナスとなりました。

こうした状況の下、年末の政府の緊急経済対策や政労使会議を含む各種政策の効果も

あって、景気は緩やかに回復していくことが見込まれる状況にあります。 

このような経済情勢の下、当社グループが運営する高速道路事業において、通行台

数は、4 月からの消費増税や料金割引制度の見直し等の新たな高速道路料金の導入、

天候不順の影響等により前期比 3.8％の減となりました。一方、料金収入は、料金割

引制度の見直し等により、前期比 18.6％増の 718,168 百万円となりました。 

また、高速道路の健全性を将来にわたり確保するための取り組みとして、国土交通

大臣より大規模更新・大規模修繕等の特定更新等工事（以下「特定更新等工事」とい

います。）の事業許可を受けたほか、高速道路ネットワークの形成・充実に向けて道路

建設事業を着実に行い、東九州自動車道（行橋ＩＣ～みやこ豊津ＩＣ）等の 2 道 3 区

間を新たに開通しました。 

高速道路事業以外の事業においては、サービスエリア・パーキングエリア（以下「Ｓ

Ａ・ＰＡ」といいます。）事業を中心に展開し、通行台数の減少の影響などにより、店

舗の売上は前期比 4.8％減の 144,242 百万円となりました。 

その結果、当連結会計年度の営業収益は1,012,023百万円（前連結会計年度比14.1％

増）、営業費用は 1,006,498 百万円（同 14.1％増）、営業利益は 5,525 百万円（同 23.5％

増）、経常利益は 7,972 百万円（同 29.1％増）となり、当期純利益は 3,021 百万円（同

13.2％減）となりました。 

事業別の概況は次のとおりです。 

 

（高速道路事業） 

 高速道路事業においては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機

構」といいます。）と平成 18 年 3月 31 日に締結した「高速自動車国道中央自動車道西

宮線等に関する協定」、「一般国道 31 号（広島呉道路）に関する協定」、「一般国道 165

号及び 166 号（南阪奈道路）に関する協定」及び「一般国道 201 号（八木山バイパス）

に関する協定」（その後の協定変更を含みます。）並びに道路整備特別措置法（昭和 31

年法律第 7号）第 3 条の規定による許可及び同法第 4 条の規定に基づき、高速道路の
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新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の管理等を行いました。 

まず、道路管理事業については、高速道路の健全性を将来にわたり確保するための

取り組みとして、特定更新等工事の実施に関し、平成 27 年 3 月 24 日付けで「高速自

動車国道中央自動車道西宮線等に関する協定」の変更を行い、同月 25日付けで道路整

備特別措置法に基づく事業許可を国土交通大臣より受けたところであり、特定更新等

工事を実施するために必要な調整を進めました。 

また、国土交通省の「新たな高速道路料金に関する基本方針（平成 25 年 12 月 20

日発表）」等を踏まえ、平成 26 年 4 月 1日から、ＥＴＣ車の料金水準及び料金割引制

度全体の整理を行い、新たな高速道路料金を導入しました。あわせて、消費税の税率

変更のほか、政府の緊急経済対策の一環として実施してきた高速道路利便増進事業の

終了に伴う料金割引制度の見直しを行いました。なお、当社が管理していた一般国道

201 号（八木山バイパス）につきましては、地域の堅調な交通量に支えられ、料金徴

収期間を前倒して償還を完了し、平成 26年 10 月 1 日より無料開放となりました。 

道路建設事業については、新名神高速道路の着実な整備や４車線化事業の推進を図

るほか、新たに創設された機構の無利子貸付制度を活用して整備するスマートＩＣ等

についての事業許可を平成 26 年 8 月 8 日に受けるなど、高速道路ネットワークの形

成・充実を図るとともに、平成 26年 12 月 13 日には東九州自動車道（行橋ＩＣ～みや

こ豊津ＩＣ）が、平成 27 年 3 月 1 日には東九州自動車道（豊前ＩＣ～宇佐ＩＣ）が、

同月 14 日には徳島自動車道（徳島ＩＣ～徳島ＪＣＴ～鳴門ＪＣＴ）がそれぞれ開通し

たほか、東九州自動車道今川スマートＩＣ他 2 箇所のスマートＩＣの供用を開始しま

した。 

これらの結果、料金収入及び道路資産賃借料の増加等により、当連結会計年度の営

業収益は 961,535 百万円（前連結会計年度比 16.0％増）、営業費用は 960,674 百万円

（同 15.8％増）となり、営業利益は 860 百万円（前連結会計年度は営業損失 1,131 百

万円）となりました。 

 

（受託事業） 

受託事業としては、高速道路の計画・建設・管理の各段階を通じ、これまで培って

きた技術力・ノウハウを活かして、四国横断自動車道などの国土交通大臣からの委託

に基づく新直轄方式（※）による高速自動車国道の新設や、一般国道 24号の改築事業

をはじめとする国や地方公共団体等からの委託に基づく道路の新設、改築、維持、修

繕等を実施しました。 

その結果、当連結会計年度の営業収益は7,923百万円（前連結会計年度比39.7％減）、

営業費用は 7,752 百万円（同 40.7％減）となり、営業利益は 170 百万円（前連結会計

年度は営業利益 62 百万円）となりました。 

 ※ 高速自動車国道法（昭和 32 年法律第 79 号）第 5 条第 1 項の規定に基づき定められた整備計画に

おいて国土交通大臣が施行主体とされた高速自動車国道の区間につき、国土交通大臣が新設を行う

方式をいいます。 
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（ＳＡ・ＰＡ事業） 

ＳＡ・ＰＡ事業では、テナント各社と協力し、ＳＡ・ＰＡを「くつろぎ、楽しさ、

にぎわい」を実感していただける「お客さま満足施設」への変革を目指し、地域性や

交通特性を踏まえた店づくり、エリア毎のお客様ニーズにあった品揃え等による店舗

展開を実施しました。日常的なご利用においてご満足いただけるサービスを「おもて

なしの心」で提供する「モテナス」として名神高速道路黒丸ＰＡ（下り線）など 8 店

舗、地域の特色等を活かしたサービスを提供するエリアとして中国自動車道美東ＳＡ

（上り線・下り線）及び徳島自動車道上板ＳＡ（上り線・下り線）の 4 店舗をリニュ

ーアルオープンしました。また、エリアの店舗棟内に高速道路のお客様と周辺地域を

結び付ける場として「多目的スペース」を設置し、地域との連携の強化・推進を図り

ました。 

その他、ガスステーションの配置間隔の改善を図るため、休止していた九州自動車

道山江ＳＡ（下り線）及び宮崎自動車道霧島ＳＡ（上り線・下り線）での運営を再開

し、燃料供給体制の確保に取り組みました。 

飲食物販部門の売上は 96,271 百万円（前年同期比 6.2％減）、ガスステーションの

売上が 47,971 百万円（同 1.9％増）となり、ＳＡ・ＰＡ事業におけるテナント等の店

舗売上は 144,242 百万円（同 4.8％減）となりました。 

なお、当連結会計年度の営業収益は 32,724 百万円（前連結会計年度比 5.9％減）、

また営業費用については、27,789 百万円（同 2.6％減）となり、営業利益は 4,934 百

万円（同 20.8％減）となりました。 

 

（その他の事業） 

その他の事業は、福岡市天神地区における駐車場事業、佐賀県鳥栖市及び熊本県熊

本市の 2 ヶ所におけるトラックターミナル事業、建設等のコンサルティング事業等を

行っています。当連結会計年度のその他の事業全体としては、営業収益は 10,415 百万

円（前連結会計年度比 2.7％減）となりました。営業費用については、10,872 百万円

（同 5.1％減）となり、営業損失は 456 百万円（前連結会計年度は営業損失 752 百万

円）となりました。 

 

（2）道路資産の帰属の状況 

当事業年度において、新設又は改築のために取得した道路資産及び修繕工事又は災

害復旧によって増加した高速道路資産完成高は総額 240,096 百万円であり、その路

線・区間等は次のとおりです。 
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路線・区間等 帰属時期 

道路資産 

完成高 

（百万円） 

四国横断自動車道阿南四万十線 

【徳島県徳島市川内町鈴江東から徳島県鳴門市大津町大代まで】 
新設 平成 27 年 3 月 53,666

東九州自動車道 

【福岡県京都郡苅田町大字雨窪から福岡県行橋市大字下検地ま

で】 

新設 平成 27 年 3 月 4,283

東九州自動車道 

【福岡県築上郡築上町大字上ノ河内から大分県宇佐市大字山本

まで】 

新設 平成 27 年 3 月 53,653

東九州自動車道 

【福岡県行橋市大字下検地から福岡県京都郡みやこ町下原まで】 
新設 平成 26 年 12 月 36,393

東九州自動車道 

【宮崎県児湯郡都農町大字川北から宮崎県児湯郡高鍋町大字上

江まで】 

新設 平成 27 年 3 月 163

近畿自動車道天理吹田線 

【郡山下ツ道ジャンクション】 
新設 平成 27 年 3 月 9,079

近畿自動車道天理吹田線 

【八尾パーキングエリア】 
新設 平成 27 年 3 月 160

近畿自動車道天理吹田線 

【守口ジャンクション】 
新設 平成 26 年 7 月 4,990

中央自動車道西宮線 

【蒲生スマートインターチェンジ】 
改築 平成 26 年 9 月 276

近畿自動車道天理吹田線 

【大和まほろばスマートインターチェンジ】 
改築 平成 27 年 3 月 381

近畿自動車道敦賀線 

【小浜インターチェンジ】 
改築 平成 26 年 7 月 1,317

四国横断自動車道阿南四万十線 

【松茂スマートインターチェンジ】 
改築 平成 27 年 3 月 317

九州縦貫自動車道鹿児島線 

【宇城氷川スマートインターチェンジ】 
改築 平成 27 年 3 月 121

東九州自動車道 

【佐伯インターチェンジ】 
改築 平成 27 年 3 月 848

東九州自動車道 

【今川スマートインターチェンジ】 
改築 平成 26 年 12 月 213

東九州自動車道 

【上毛スマートインターチェンジ】 
改築 平成 27 年 3 月 307

中央自動車道西宮線等 修繕 

平成 26 年 6 月 

平成 26 年 9 月 

平成 26 年 12 月 

平成 27 年 3 月 

73,220
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一般国道 31 号（広島呉道路） 修繕 

平成 26 年 6 月 

平成 26 年 9 月 

平成 26 年 12 月 

平成 27 年 3 月 

134

一般国道 165 号及び一般国道 166 号（南阪奈道路） 修繕 

平成 26 年 6 月 

平成 26 年 9 月 

平成 26 年 12 月 

平成 27 年 3 月 

88

一般国道 201 号（八木山バイパス） 修繕 平成 26 年 9 月 192

中央自動車道西宮線等 災害 

平成 26 年 6 月 

平成 26 年 12 月 

平成 27 年 3 月 

286

（注）1．「帰属時期」については、当該道路資産が機構に帰属し、当社が機構から借受を

開始した時期を記載しています。 

2．道路資産完成高には、建設中利息及び建設中一般管理費を含み、消費税等は含

まれていません。 

 

（3）当社グループの設備投資等の状況  

当連結会計年度中において実施した設備投資総額は 37,317 百万円であり、主な内

容は、次のとおりです。 

① 連結会計年度中に完成した主要設備 

西日本高速道路株式会社 料金徴収施設及びＥＴＣ設備の新

設（東九州自動車道みやこ豊前イ

ンターチェンジ他 11 箇所） 

ＥＴＣ設備の増設（142 レーン） 

ＥＴＣ設備及び料金徴収機械等の

更新 

ＳＡ店舗増改築等（中国自動車道

美東ＳＡ上下線） 

西日本高速道路パトロール中国株式会社 事業所等の取得 

西日本高速道路エンジニアリング関西株式会社 車両の購入 

西日本高速道路エンジニアリング中国株式会社 車両の購入 

株式会社富士技建 機械設備等の取得 
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② 当連結会計年度継続中の主要設備の新設、拡充 

西日本高速道路株式会社 料金徴収施設及びＥＴＣ設備の新

設（京都縦貫道丹波インターチェ

ンジ他 5箇所） 

ＥＴＣ設備の増設（169 レーン） 

ＥＴＣ設備及び料金徴収機械等の

更新 

ＰＡ店舗増改築等（中国自動車道

赤松ＰＡ上り線他 1 箇所） 

西日本高速道路エンジニアリング関西株式会社 事業所耐震補強 

西日本高速道路エンジニアリング中国株式会社 車庫の取得 

西日本高速道路エンジニアリング九州株式会社 
車両の購入 

事業所等の取得 

 

（4）当社グループの資金調達の状況  

当連結会計年度中の資金調達の総額は 250,000 百万円であり、主に当社の道路建設

資金として、次のとおり社債発行及び金融機関からの借入を行いました。 

種別 発行日・借入日 
発行額・借入額

（百万円） 

西日本高速道路株式会社第 22 回社債（一

般担保付、独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構重畳的債務引受条項付）

（10 年債） 

平成 26年 5 月 19 日 25,000

西日本高速道路株式会社第 23 回社債（一

般担保付、独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構重畳的債務引受条項付）

（10 年債） 

平成 26年 9 月 3日 25,000

西日本高速道路株式会社第 24 回社債（一

般担保付、独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構重畳的債務引受条項付）

（10 年債） 

平成 26年 11 月 18 日 25,000

西日本高速道路株式会社第 25 回社債（一

般担保付、独立行政法人日本高速道路保

有・債務返済機構重畳的債務引受条項付）

（10 年債） 

平成 27年 2 月 10 日 25,000

長期借入金(6 年) 平成 26年 9 月 26 日 20,000

長期借入金(5 年) 平成 26年 10 月 29 日 20,000

長期借入金(6 年) 平成 26年 12 月 24 日 20,000



 
 

7 

長期借入金(5 年) 平成 27年 1 月 28 日 25,000

長期借入金(6 年) 平成 27年 3 月 27 日 65,000

 

（5）当社グループの対処すべき課題  

平成 27 年 3 月 25 日に国土交通大臣から事業許可を受けた特定更新等工事の円滑か

つ着実な実施を図るため、平成 26 年 4月に当社内に「ＮＥＸＣＯ西日本高速道路強化

再生計画推進会議」を設置し、事業の具体的な進め方等についての検討を重ねており、

関係機関との連携も図りながら、平成 27 年度から事業に着手し、着実な事業推進に取

り組んでいきます。 

また、高速道路の安全性に対する信頼度を確固たるものとするため、「保全事業シス

テム推進五箇年計画」に基づき、道路構造物・附属物を対象とした総点検及び安全対

策を実施するとともに、点検から補修に至る一連の業務が永続的に機能するシステム

の早期確立に取り組んでいます。あわせて、将来起こりうる変状の予見も含め、道路

構造物などの健全性の見える化など、客観データに基づく診断・評価レベルの高度化

に取り組むことにより、保全技術の高度化を図っていきます。さらには、「茨木技術研

修センター」を整備し、専門の技術力を有する人材の継続的な育成を進めていきます。 

これらのハード・ソフト両面の対策に当社グループ一丸となって取り組むことによ

り、「100％の安全・安心」を実現し、国民共有の財産である高速道路の健全性と機能

を将来にわたって確保するとともに、地域社会や国民の皆様から『信頼』を得られる

企業となるよう、より一層努めていきます。 

 

また、当社グループは、平成 23 年度から平成 27 年度までの 5 年間を『自立』と『成

長』のための期間と位置付けた「中期経営計画２０１５」に基づく取り組みを行って

おり、平成 27年度はその最終年度として、以下のような課題に引き続き取り組んでい

きます。 

（災害対応力の強化） 

災害対応力の強化を図るため、災害対応計画（ＢＣＰ）の策定や防災備蓄倉庫など

の整備に加え、災害発生時に実効性の高い活動ができる体制の構築に向けて、ハード

面では新たな交通管制システムの構築、ソフト面では防災訓練、防災研修、災害図上

訓練などを通じて災害対応計画の実効性を確認するとともに、訓練などから得られた

課題をもとに災害対応計画の見直しや必要なマニュアルの整備などにより、当社の危

機対応能力の向上を図ってきました。また、平成 27 年 3 月 14 日に開通した徳島自動

車道（鳴門ＪＣＴ～徳島ＩＣ間）において、高速道路と一体となった津波一時避難場

所を自治体と連携して整備することで、地域の防災力向上を図りました。 

今後も更なる災害対応力の強化をめざして、新たな施策への対応や、災害対応計画
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の見直しを行うなど、不断の努力を続けていきます。 

（お客さまの満足度の更なる向上） 

ＳＡ・ＰＡでは、計画的な店舗建替え・改良の実施による地域性や交通特性を踏ま

えた店づくり、エリア毎のお客様ニーズにあった品揃え等により、「くつろぎ、楽しさ、

にぎわい」を実感していただける「お客さま満足施設」としての店舗展開を進めてい

ます。 

また、ブランド戦略については、当社グループが運営する直営店において先駆的に

展開し、統一的なサービスの提供や接客水準などの向上により、お客さまの期待を超

えた価値の提供に努めていきます。 

（ダイバーシティ推進に向けた取り組み） 

当社を取り巻く様々な環境の変化、高速道路に対するニーズの多様化に対応するた

め、「違いを尊重し、個々が活躍し、進化し続けるチームへ」というダイバーシティ推

進ビジョンのもと、「ダイバーシティ推進プロジェクト」を立ち上げ、ワークライフ・

インテグレーションの推進、女性の活躍促進、定年退職者や障がい者の雇用促進など、

多様な人材がより活躍できる会社づくりを進めていきます。 

（積極的な広報活動への取り組み） 

高速道路の老朽化に伴う維持修繕費等の増大、自然災害の多発・甚大化、お客さま

ニーズの高度化・多様化など当社を取り巻く環境が大きく変化している中、当社事業

の効果的な推進を図るため、当社グループの経営状況、建設・管理、新事業等への取

り組みについて、社長定例記者会見、ウェブサイト、地元事業説明会等で積極的に情

報発信し、地域社会や住民の方々との積極的なコミュニケーションを通じた理解・支

援・協力を幅広く得るための活動を進めています。また、道路保全事業や建設事業の

現場見学会（なるほど！高速道路発見）を積極的に実施しており、催行人数を増やす

など、多くの方々に参加いただけるよう努めていきます。 

 

（6）財産及び損益の状況 

① 当社グループの財産及び損益の状況   

区  分 第 7 期 第 8 期 第 9 期 

第 10 期 

(当連結会計

年度) 

営業収益(百万円) 722,400 733,016 886,616 1,012,023

当期純利益(百万円) 2,814 6,433 3,480 3,021

1 株当り当期純利益(円) 29.62 67.72 36.64 31.81
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総資産(百万円) 732,285 879,941 929,551 951,713

純資産(百万円) 161,308 165,553 159,351 161,493

② 当社の財産及び損益の状況                   

区  分 第 7 期 第 8 期  第 9 期 
第 10 期 

(当事業年度) 

営業収益(百万円) 691,587 698,652 851,520 979,541

当期純利益又は 

当期純損失（△）(百万円) 
953 6,030 △533 497

1 株当り当期純利益又は 

当期純損失（△）(円) 
10.04 63.48 △5.62 5.24

総資産(百万円) 708,819 849,884 902,360 924,837

純資産(百万円) 137,712 143,742 143,209 140,433

 

（7）重要な子会社等の状況(平成 27 年 3 月 31 日現在)  

(a) 重要な子会社の状況 

 会 社 名 
資本金 

（百万円）

議決権比率 

（％） 
主要な事業内容 

① 

西日本高速道路サービ

ス・ホールディングス株

式会社 

110 100.0 
ＳＡ・ＰＡ内営業施設の 

管理・運営 

② 
西日本高速道路ロジステ

ィックス株式会社 
30 (100.0) 

ＳＡ・ＰＡへの各種商材、

材料等の仕入・卸業務及び

その他受託業務 

③ 
西日本高速道路サービス

関西株式会社 
70 100.0 高速道路の料金収受 

④ 
西日本高速道路サービス

中国株式会社 
50 100.0 高速道路の料金収受 

⑤ 
西日本高速道路サービス

四国株式会社 
40 100.0 

高速道路料金収受及び交

通管理 

⑥ 
西日本高速道路サービス

九州株式会社 
50 100.0 高速道路の料金収受 

⑦ 
西日本高速道路総合サー

ビス沖縄株式会社 
60 100.0 

高速道路の料金収受、交通

管理、点検・管理及び保全

作業 
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⑧ 
西日本高速道路パトロー

ル関西株式会社 
20 100.0 高速道路の交通管理 

⑨ 
西日本高速道路パトロー

ル九州株式会社 
115 100.0 高速道路の交通管理 

⑩ 
西日本高速道路メンテナ

ンス関西株式会社 
420 100.0 高速道路の保全作業 

⑪ 
西日本高速道路メンテナ

ンス中国株式会社 
350 100.0 高速道路の保全作業 

⑫ 
西日本高速道路メンテナ

ンス九州株式会社 
160 100.0 高速道路の保全作業 

⑬ 
西日本高速道路エンジニ

アリング関西株式会社 
90 (100.0) 高速道路の点検・管理 

⑭ 
西日本高速道路エンジニ

アリング中国株式会社 
70 (100.0) 高速道路の点検・管理 

⑮ 
西日本高速道路エンジニ

アリング四国株式会社 
60 (100.0)

高速道路の点検・管理及び

保全作業 

⑯ 
西日本高速道路エンジニ

アリング九州株式会社 
80 (100.0) 高速道路の点検・管理 

⑰ 
西日本高速道路ファシリ

ティーズ株式会社 
160 100.0 

高速道路の点検・管理及び

保全作業 

⑱ 
西日本高速道路ビジネス

サポート株式会社 
30 100.0 

不動産関連業務及び人材

派遣業務 

⑲ 
芦有ドライブウェイ株式

会社 
71 51.0 一般自動車道事業 

⑳ 
ＮＥＸＣＯ－Ｗｅｓｔ 

ＵＳＡ，Ｉｎｃ. 
$1,312,500 100.0 橋梁点検 

  株式会社富士技建 80 100.0 橋梁補修技術開発 

  株式会社ドーユー大地 70 100.0 総合コンサルタント 

  株式会社Ｌｉｇａｒｉｃ 75 100.0 
ウルトラファインバブル

（微細気泡）事業 

  
ＮＥＸＣＯ西日本コミュ

ニケーションズ株式会社 
35 100.0 広告事業 

  
西日本高速道路リテール

株式会社 
71 (100.0) 

ＰＡ内営業施設の店舗運

営 

  
西日本高速道路パトロー

ル中国株式会社 
20 (100.0) 高速道路の交通管理 

（注）1． 議決権比率（ ）書きは、子会社保有の株式を含んでいます。 

2. ⑲芦有ドライブウェイ株式会社は、同社に対する経営支援を目的として、平成

27 年 3 月 19 日付けで資本金を 71百万円へ増資しました。 

3. ⑳ＮＥＸＣＯ－Ｗｅｓｔ ＵＳＡ，Ｉｎｃ．の資本金については、現地通貨略号

及び現地通貨単位により記載を行っています。 
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4. 当社は、平成26年12月10日付けで 株式会社Ｌｉｇａｒｉｃの株式を買収し、

同社に対する議決権比率を 100.0％としました。 

5.  西日本高速道路リテール株式会社は、株式会社ハープスを吸収合併存続会社、

株式会社ボーチェ・オアシス及び株式会社クレッセを吸収合併消滅会社として吸

収合併を行い、また、同社の商号変更により、平成 26 年 7 月 1 日に設立しまし

た。 

6.  西日本高速道路パトロール中国株式会社は、関西地区及び中国地区における

交通管理業務を実施していた⑧西日本高速道路パトロール関西株式会社を分割

し、中国地区を管轄する新会社として平成 26 年 7月 1 日に設立しました。 

 

(b) 持分法適用の子会社及び重要な関連会社の状況  

 名   称 
資本金 

（百万円）

議決権比率

（％） 
主要な事業内容 

① 
沖縄道路サービス株式 

会社 
30 (91.9) ＰＡ内営業施設の店舗運営 

② 
九州高速道路ターミナ

ル株式会社 
539 22.3 

トラックターミナル、ト 

レーラーヤード及び貨物 

保管施設の建設、管理、 

運営又は賃貸事業 

③ 
株式会社ＮＥＸＣＯシ

ステムズ 
50 33.3 

料金、経理、人事、給与等

の基幹システムの運用管理 

④ 
株式会社高速道路総合

技術研究所 
45 33.3 

高速道路技術に関する調

査・研究及び技術開発 

⑤ 
株式会社ＮＥＸＣＯ保

険サービス 
15 33.3 

損害保険代理業及び生命保

険募集業 

⑥ 
ハイウェイ・トール・

システム株式会社 
75 24.1 料金収受機械保守 

⑦ 
日本高速道路インター

ナショナル株式会社 
49 28.7 海外における高速道路事業 

（注）1. 議決権比率（ ）書きは、子会社保有の株式を含んでいます。 

2. ⑦日本高速道路インターナショナル株式会社は、更なる経営効率化を図るため、

平成 27 年 3 月 30 日付けで資本金を 49百万円へ減資しました。 

 

（8）当社グループの主な事業内容(平成 27 年 3 月 31 日現在)  

当社グループは、道路交通の円滑化を図り、もって国民経済の健全な発展と国民生活の

向上に寄与することを目的として、次の事業を営んでいます。 

事業の種類別セグメント 主要な事業内容 

高速道路事業 高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の

管理 
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受託事業 国、地方公共団体の委託に基づく道路の新設、改築、維

持、修繕等、その他委託に基づく事業等 

ＳＡ・ＰＡ事業 高速道路の休憩所、給油所等の建設、管理等 

その他の事業 駐車場事業、トラックターミナル事業、コンサルティン

グ事業等 

 

（9）当社グループの主要な事業所(平成 27 年 3 月 31 日現在)  

① 当社の主要な事業所 

（本社）  大阪市北区堂島一丁目 6 番 20 号 

（その他） 関西支社（茨木市） 

中国支社（広島市） 

四国支社（高松市） 

九州支社（福岡市） 

② 重要な子会社の本店所在地 

西日本高速道路サービス・ホールディングス株式会社（大阪市） 

西日本高速道路ロジスティックス株式会社（大阪市） 

西日本高速道路リテール株式会社（大阪市） 

西日本高速道路サービス関西株式会社（吹田市） 

西日本高速道路サービス中国株式会社（広島市） 

西日本高速道路サービス四国株式会社（高松市） 

西日本高速道路サービス九州株式会社（太宰府市） 

西日本高速道路総合サービス沖縄株式会社（浦添市） 

西日本高速道路パトロール関西株式会社（大阪市） 

西日本高速道路パトロール中国株式会社（広島市） 

西日本高速道路パトロール九州株式会社（福岡市） 

西日本高速道路メンテナンス関西株式会社（茨木市） 

西日本高速道路メンテナンス中国株式会社（広島市） 

西日本高速道路メンテナンス九州株式会社（福岡市） 

西日本高速道路エンジニアリング関西株式会社（茨木市） 

西日本高速道路エンジニアリング中国株式会社（広島市） 

西日本高速道路エンジニアリング四国株式会社（高松市） 

西日本高速道路エンジニアリング九州株式会社（福岡市） 

西日本高速道路ファシリティーズ株式会社（茨木市） 

西日本高速道路ビジネスサポート株式会社（大阪市） 

芦有ドライブウェイ株式会社（芦屋市） 

ＮＥＸＣＯ－Ｗｅｓｔ ＵＳＡ，Ｉｎｃ.（米国） 

株式会社富士技建（大阪市） 

株式会社ドーユー大地（広島市） 

株式会社Ｌｉｇａｒｉｃ（吹田市） 

西日本コミュニケーションズ株式会社（大阪市） 
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（10）従業員の状況(平成 27 年 3 月 31 日現在)  

① 当社グループの従業員の状況 

事業の種類別セグメント 従業員数（人） 

高速道路事業 

12,377 
受託事業 

ＳＡ・ＰＡ事業 

756 
その他の事業 

全社（共通） 374 

計 
13,507 

〈3,050〉

（注）1．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ

外から当社グループへの出向者を含みます。）であり、臨時従業員数を〈 〉で外

書きしています。 

2．高速道路事業及び受託事業、ＳＡ・ＰＡ事業及びその他の事業については、それ

ぞれ両事業を一体的に取り扱っていることから、一括して記載しています。 

② 当社の従業員の状況 

（注）1．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出

向者を含みます。）であり、臨時従業員数は従業員数の 100 分の 10 未満である

ため記載を省略しています。 

2．平均勤続年数は、日本道路公団における勤続年数を含んでいます。 
 

（11）当社グループの主要な借入先の状況(平成 27 年 3 月 31 日現在)  

借 入 先 借入金残高（百万円） 

株式会社みずほ銀行 46,288

株式会社三井住友銀行 28,530

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 28,336

従業員数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数 

2,376 名 24 名増 41.3 歳   17 年 0 月 



 
 

14 

農林中央金庫 25,428

信金中央金庫 22,582

 

 

2．会社の株式に関する事項(平成 27 年 3 月 31 日現在)  

（1）発行可能株式総数  380 百万株 

（2）発行済株式の総数  95 百万株 

（3）株主数   1 名 

（4）大株主の状況 

株主名 
当社への出資状況 

持株数（株） 議決権比率（％） 

財務大臣 95,000,000 100.00

 

 

3．会社役員に関する事項(平成 27 年 3 月 31 日現在)    

（1）取締役及び監査役の状況 

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

取締役会長 山中 諄 ― 
南海電気鉄道株式

会社取締役会長兼

ＣＥＯ 

代表取締役社長 石塚 由成 
会社の経営の統括・執行 
監査部担当 

― 

代表取締役 

専務執行役員 
酒井 和広 

会社の経営の執行補佐 
技術本部、総務部、人事部

担当 
― 

取締役 

常務執行役員 
奥平 聖 

建設事業本部長 
広報ＣＳ推進本部長 

― 

取締役 

常務執行役員 
高倉 照正 

保全サービス事業本部長 

コンプライアンスに係る社

長特命事項 
― 

取締役 

常務執行役員 
桑田 俊一 事業開発本部長 ― 

取締役 

常務執行役員 
芝村 善治 

経営企画本部長 

財務部担当 
― 



 
 

15 

監査役（常勤） 富沢 正行 ― ― 

監査役 土岐 憲三 ― 
立命館大学 衣笠

総合研究機構教授 

監査役 槙野 勝美 ― ― 

監査役 上村 多恵子 ― 
京南倉庫株式会社

代表取締役社長 

（注） 1. 平成 26 年 6 月 26 日開催の定時株主総会において、山中諒氏、石塚由成

氏、酒井和広氏、奥平聖氏、高倉照正氏、桑田俊一氏及び芝村善治氏が取

締役に、富沢正行氏、土岐憲三氏、槙野勝美氏及び上村多恵子氏が監査役

に選任されるとともに、同日付で、山中諒氏は取締役会長に、石塚由成氏

は代表取締役社長に、酒井和広氏は代表取締役に、富沢正行氏は常勤監査

役に選定され、それぞれ就任しました。 

 2. 平成 26 年 6 月 26 日開催の定時株主総会の終結の時をもって、取締役牧浦信

一氏、常勤監査役赤松健氏及び監査役惣福脇亨氏が任期満了により退任しま

した。 

 3. 取締役の山中諄氏は、会社法第 2 条第十五号に定める社外取締役です。 

 4. 監査役の富沢正行氏、土岐憲三氏、槙野勝美氏及び上村多恵子氏は、会社法

第 2 条第十六号に定める社外監査役です。 

 5. 社外取締役及び社外監査役と当社との間に開示すべき人的関係、資本的関係

又は取引関係その他の利害関係はありません。 

 

（2）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額  

取締役 8 名 115 百万円 (うち社外 1 名  －百万円) 

監査役 6 名 36 百万円 (うち社外 6 名 36 百万円) 

（注）1．上記員数には、平成 26 年 6 月 26 日開催の定時株主総会の終結の時をもって

退任した取締役 1 名及び監査役 2名を含んでいます。 

   2. 上記報酬額には、平成 26 年 6 月 26 日開催の定時株主総会決議に基づき、退

任取締役 1 名及び監査役 2 名に支払った役員退職慰労金を含んでいます。 

   3. 上記のほか、役員退職慰労金引当金 10,047 千円（取締役 7,738 千円、監査役

2,308 千円）を当事業年度にて計上しています。 

 

（3）社外役員に関する事項（当事業年度における主な活動状況） 

社外取締役については、社外における豊富な知識・経験を当社の経営に活かすほか、

独立した立場から経営を監督するなど、コーポレート・ガバナンス体制の強化を目的

として選任しています。 



 
 

16 

取締役会長山中諄氏は、当事業年度の取締役会 14 回の全てに出席し、その経験や知

見を生かして、適宜発言を行いました。 

社外監査役については、社外における豊富な知識・経験を監査業務に活かすほか、

独立した立場から取締役の職務執行を監査するなど、コーポレート・ガバナンス体制

の強化を目的として選任しています。 

監査役富沢正行氏は、平成 26 年 6 月 26 日の就任以後、当事業年度の取締役会 11

回の全てに、また、監査役会 10 回の全てに出席し、その経験や知見を生かして、適宜

発言を行いました。 

監査役土岐憲三氏は、当事業年度の取締役会 14回のうち 13 回に、また、監査役会

14 回の全てに出席し、学識経験者としての専門的見地から、適宜発言を行いました。 

監査役槙野勝美氏は、平成 26 年 6 月 26 日の就任以後、当事業年度の取締役会 11

回の全てに、また、監査役会 10 回の全てに出席し、その経験や知見を生かして、適宜

発言を行いました。 

監査役上村多恵子氏は、平成 26年 6 月 26 日の就任以後、当事業年度の取締役会 11

回のうち 10 回に、また、監査役会 10 回の全てに出席し、その経験や知見を生かして、

適宜発言を行いました。 

平成 26 年 6 月 26 日に退任した監査役赤松健氏は、退任までの当事業年度開催の取

締役会 3 回の全てに、また、監査役会 4 回の全てに出席し、その経験や知見を生かし

て、適宜発言を行いました。 

平成 26 年 6 月 26 日に退任した監査役惣福脇亨氏は、退任までの当事業年度開催の

取締役会 3 回の全てに、また、監査役会 4 回の全てに出席し、その経験や知見を生か

して、適宜発言を行いました。 

 

 

4．会計監査人の状況  

（1）会計監査人の名称   新日本有限責任監査法人 

（2） 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 支払額 

当事業年度に係る報酬等の額 76,020 千円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利

益の合計額 
91,620 千円

(注)1．当社は、会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分で

きないため、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しています。 
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2．上記報酬等の額には、当社が監査法人に支払った社債発行に係るコンフォ

ートレター作成業務の対価 8 百万円を含んでいます。 

 

（3） 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針（平成 27 年 3 月 31 日時点）  

会計監査人が会社法第 340 条第 1項各号に定める項目に該当すると認められる場合

には、監査役全員の同意に基づき、監査役会が、会計監査人を解任します。 

また、上記の場合のほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認めら

れる場合には、取締役会が、監査役会の同意を得て、又は監査役会の請求により、会

計監査人の解任又は不再任のために必要な会社法上の手続きを行います。 

(注) 「会社法の一部を改正する法律」及び「会社法施行規則等の一部を改正する省令」

が平成 27年 5月 1日に施行されたことに伴い、平成 27年 5月 28 日付け監査役会決

議に基づき、当該方針の一部が変更されています。 

     

 

5．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容（平成 27 年 3 月

31 日時点） 

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

取締役は、取締役及び使用人が実践すべき指針である「NEXCO 西日本グループ行動

憲章（以下「行動憲章」といいます。）」を踏まえ、率先して当社の社会的責任を全う

すべく、「グループ理念」の実現を目指し、適正に職務を遂行します。 

 取締役会は、独立性を有する社外取締役を含む全取締役で構成し、定例の取締役会

を原則として月 1 回開催して重要事項の決議を行うほか、定期的に業務執行状況の報

告を行います。 

 取締役の遵法精神の徹底と、より高度な倫理観の確立並びに秩序や規律の維持及び

不祥事の未然防止を図るため、構成員に外部委員を含むコンプライアンス委員会を定

期的に開催するなど、コンプライアンス体制の適正な確保を図ります。 

コンプライアンス通報・相談窓口を社内及び社外（弁護士）に設置し、不祥事の早

期発見、未然防止を図るとともに、通報等を行った者に対しては、不利益な取扱いを

しない旨を定め、実効性を確保します。 

 取締役は、法令又は定款に違反するおそれのある事実を発見した場合は、直ちに必

要な措置を講じるとともに、反社会的勢力からの不当な要求に対しては毅然として対

応し、断固としてこれを排除します。また、監査役がこれらの事実に関して助言又は

勧告を行った場合は、これを尊重します。 

※平成 26事業年度：取締役会 14 回開催 

※平成 26事業年度：コンプライアンス委員会 2 回開催 

 



 
 

18 

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会の議事録及び資料を含め、職務の執行や意思決定過程に係る情報は、文書

又は電磁的媒体に記録し、社内規則に基づき適切に保存及び管理するとともに、適切

な情報開示に努めます。 

 

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 道路構造物等の安全性・健全性を含む高速道路の安全・安心、お客さま・国民の信

頼、また事業活動全般の健全性の確保を図るため、当社の経営リスクに関して、取締

役を構成員に含む経営リスク管理委員会を設置し、リスクマネジメント基本方針に基

づく適切かつ継続的なリスク管理を行うとともに、同委員会の総括的な管理のもと、

分野別に分科会を設置してリスク対策を行い、常に適切に運用されるよう継続的に改

善を図ります。 

 入札契約手続については、外部の有識者を構成員とする入札監視委員会を定期的に

開催するなど、透明性・公正性の確保に努めます。 

 また、大規模災害等には災害対策基本法、国民保護法等の法令の規定に従い適切に

対応するため、危機管理防災専門部署が中心となって策定した事業継続計画（BCP）を

活用するとともに、自治体等との包括協定・災害協力協定等に基づく連携を図り、グ

ループ全体での災害対応力の強化を図ります。 

※平成 26事業年度：経営リスク管理委員会 1回開催（分野別分科会は適時開催） 

※関係機関を交えた災害図上訓練等の実施 

 

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

中期経営計画を策定し適切な目標管理を行うとともに、その進捗状況について定期

的に検証するなど、業務を効率的に実施する仕組みを確保します。 

取締役は、組織規程や権限・責任規程等の社内規程に基づき、その職務分担と各職

位の権限・責任を明確にし、効率的な職務執行を行います。 

取締役会で決議する事項については、社内での意思の疎通、情報の共有を図り、経

営の効率化に資するよう、原則として、経営会議で事前に協議します。 

※平成 26事業年度：経営会議 22 回開催 

 

（5）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 法令、定款、行動憲章その他社内規則の遵守を社内に恒常的に浸透させるため、コ

ンプライアンス担当の取締役を置き、担当取締役は、取締役会に職務の執行状況を報
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告します。 

使用人の遵法精神の徹底と、より高度な倫理観の確立並びに秩序や規律の維持及び

不祥事の未然防止を図るため、コンプライアンス委員会を定期的に開催するなど、コ

ンプライアンス体制の適正な確保を図ります。 

 社内及び社外（弁護士）のコンプライアンス通報・相談窓口の適切な運用に努め、

不祥事の早期発見、未然防止を図ります。通報等を行った者に対しては、不利益な取

扱いをしない旨を定め、実効性を確保します。 

 監査部による継続的な監査の実施を通じて、業務運営の適正性と経営効率の向上等

を図ります。 

※平成 26事業年度：コンプライアンス委員会 2 回開催（再掲） 

 

（6）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

グループ全ての構成員が実践すべき指針として制定した行動憲章に則り、企業の社

会的責任を果たすとともに、「グループ理念」に掲げる社会に貢献するグループを目指

します。また、グループの運営に係る規則に基づき、グループの業務を適正かつ効率

的に運営するとともに、グループの連絡会議等を通じて意思疎通を密にします。 

監査部は、業務の適正かつ効率的な執行の確保、内部統制の確立を支援するため、

定期的に監査を実施します。また監査役が必要に応じて業務状況等を調査・確認でき

る体制を構築します。 

グループ共通のリスクマネジメント並びに社内及び社外（弁護士）のコンプライア

ンス通報・相談窓口の適切な運用に努め、リスク又は不祥事の早期発見、未然防止を

図るとともに、通報等を行った者に対しては、不利益な取扱いをしない旨を定め、実

効性を確保します。 

※平成 26事業年度：経営交流会議 2回及びグループ会社トップミーティング開催 

 

（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項 

監査役の職務を補助する専任の使用人をおくこととし、監査役から当該使用人の充

実を求められた場合は、これを尊重します。 

 

（8）前記の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実行

性の確保に関する事項 

監査役の職務を補助する使用人の指揮命令は監査役が行うとともに、その人事異動

及び評価については、監査役の意見を徴し、これを尊重します。 
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（9）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関す

る体制 

取締役は、監査役に対し、業務又は財務に重大な影響を及ぼすおそれのある事項、

その他著しい損害を及ぼすおそれのある事項を発見した場合、直ちに報告を行います。 

 さらに取締役及び使用人は、監査役から職務の執行に関する事項の説明又は報告を

求められた場合は、速やかに当該事項について説明又は報告を行います。 

 

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

重要な業務の執行状況及び経営に必要な社内外の重要事項については、監査役の出

席する経営会議に報告します。 

 また、監査役と取締役との意見交換を定期的に実施するほか監査役と監査部及び会

計監査人との定期的な情報交換を実施するとともに、監査役が、その監査が実効的に

行われることを確保するため、重要な会議への出席など必要な措置を求めた場合は、

これを尊重します。 

 

(注) 「会社法の一部を改正する法律」及び「会社法施行規則等の一部を改正する省令」

が平成 27年 5月 1日に施行されたことに伴い、平成 27年 4月 23 日け付取締役会決

議に基づき、当該決議の一部が変更されています。 

 

 

6．決算期後に生じた当社グループの状況に関する重要な事実  

 特に記載すべき事項はありません。 

 

 



平成 26 年 4 月 1 日 から

平成 27 年 3 月 31 日 まで

第１０期　計  算　関　係　書  類

会社法第４３５条第２項に定める計算書類及びその附属明細書
会社法第４４４条第３項に定める連結計算書類　　　　　　　　　　・

（注）本書類における記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

西日本高速道路株式会社











































独立監査人の監査報告書 

平成２７年５月２７日 

西日本高速道路株式会社 

 取 締 役 会  御 中  

 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士 坂 井 俊 介  ○印 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士 守 谷 義 広  ○印
 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士 野 呂 貴 生  ○印
 

 当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、西日本高速道路株式会社の平成 
２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、 
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を
検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、西日本高速道路株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以  上 

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）



独立監査人の監査報告書 

平成２７年５月２７日 

西日本高速道路株式会社 

 取 締 役 会  御 中  

 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士 坂 井 俊 介  ○印 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士 守 谷 義 広  ○印
 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士 野 呂 貴 生  ○印
 

 当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、西日本高速道路株式会社の
平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第１０期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正
妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類
及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類
及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の
目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属
明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以  上 
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監 査 報 告 書 

 

当監査役会は、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第１０期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本

監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、監査

計画等に従い、取締役、監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監

査の環境の整備に努めるとともに、取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取

締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を

調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために

必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関

する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）

について、監査役会が定めた内部統制システムに係る監査役監査の実施基準に準拠し、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び

監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につい

て検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ

とを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関す

る品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨

の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に

係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び

その附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 
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２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい

ても、指摘すべき事項は認められません。なお、第９期監査報告にて、内部統制シ

ステムに関する取締役会決議の見直しと毎年一定の時期に、見直さないことも含め

た取締役会決議を行うことを提言したことを受け、平成２６年８月２１日及び平成

２７年４月２３日の取締役会にて決議が適正に見直しされていることを確認してお

ります。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

（３）連結計算書類の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

（４）技術的視点から見た業務状況結果 

  各支社における災害危険箇所を実査し、災害対応に関する状況及び対策を把握しまし

た。 

 

平成２７年５月２８日 

 

西日本高速道路株式会社 監査役会 

 

常勤監査役（社外監査役）  富沢 正行       印 

 

 

社外監査役         土岐 憲三       印 

 

 

社外監査役         槙野 勝美       印 

 

 

社外監査役         上村 多恵子      印 

 

 

 


